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岩手銀行プロフィール

 創立 １９３２年（昭和７年）５月２日

 経営理念 「地域社会の発展に貢献する」「健全経営に徹する」

 資本金 １２０億８９百万円

 発行済株式総数 １８，４９７，７８６株（うち自己株式５８２，６４１株）

 総資産 ３兆５，０７７億円

 純資産 １，９６３億円

 預金等 ３兆２，２６８億円

 貸出金 １兆７，９９３億円

 自己資本比率 単体：１１．８７％ （新基準バーゼルⅢによる）

連結：１２．２４％ （新基準バーゼルⅢによる）

 営業拠点数 店舗 １０８ヵ店（県内９０ヵ店、県外１８ヵ店）

店舗外現金自動設備 ２１９ヵ所

 従業員数 １，４５２名

 格付 Ｒ＆Ｉ ・・・ Ａ－

（2019年3月末現在）
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日本政策投資銀行とのファンド業務の沿革

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

東日本大
震災発生

8月 早期復旧を企図して1号ファンド設立

2019年度 2020年度 2021年度

投資可能期間3年7ヶ月 回収期間6年5ヶ月運
営
フ
ァ
ン
ド
の
状
況

出
向
者
の
派
遣

初代出向者 二代目出向者

復旧期

12月 1号ファンド投資期間終了を受け2号ファンド設立

投資可能期間5年 回収期間2年3ヶ月

9月 3号ファンド設立

（投資期間5年・存続期間12年）

三代目出向者

復興・成長期

 震災の早期復旧を企図して始まったファンド業務は、復興・成長に資する2号ファンド、リスクマネー供給に資する3号ファンド

設立に発展し、3号ファンドは特定投資の枠組みを活用

 2号ファンドの設立にあわせてDBJへ出向者を派遣し、DBJとの関係性を深化するとともにリスクマネー供給ノウハウを吸収

特定投資

復興関連予算の執行や日銀の金融緩和の継続により、
被災各県においては特に預貸比率が低下するなど、地
域金融機関の貸出余力は回復・増加しつつあり、東北
復興ファンドに当初期待されていた量的補完機能の役
割は終了しつつある状況



３号ファンド設立の背景
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 震災からの復興需要に支えられ、域内総生産はリーマンショック前・震災前の水準まで回復。一方、被災地域では漁獲量
の減少や、建設業を支えていた復興需要の剥落による低迷が懸念。

 製造業を中心に経済成長を牽引する一方で、再生エネルギーや観光等、今後の成長が期待できる分野も存在。

 加えて、大企業の進出により、地域の中堅・中小企業が成長・活躍できる可能性も広がりつつある。

被災地域の経済環境

＜地方銀行＞

 復興予算の執行や金融緩和
による預貸率低下

 競争激化による利鞘の低下

 事業性評価の推進

 人財育成

直面している財務上の課題

資金供給だけでは

対応困難

 過小資本（対外的な信用力が乏しく、大手との直接取引が制限）

 経営者の高齢化を受けた事業承継への対応

 受注拡大に伴う成長資金やM&Aニーズへの対応

 震災後の二重ローン問題（機構等による債権買取）からのEXIT

 労働力不足・省人力化投資の必要性

 資本性資金（メザニン）

 事業買収・承継ファイナンス

 M&Aアドバイザリー

 産業調査・リサーチ

金融サービス

の地域格差

新ファンド設立
地方銀行が有する営業基盤とDBJが有する高度な金融サービスを
ファンドを通じて提供することで、地域経済の持続的成長に貢献

成長の足枷

＜地域の中堅・中小企業＞ ＜DBJ＞

資金拠出 資金拠出

金融上の課題解決策を提供

岩手県の成長持続に向けた課題と新ファンドによる解決策の提供

他地域・大企業向け
の金融サービス



日本政策投資銀行
（DBJ）

企業企業

投融資等

企業

投融資等投融資等

いわて飛躍応援投資事業有限責任組合 総額30億円

・・・

岩手銀行

DBJ地域投資㈱

企業

投融資等

GP出資

LP出資LP出資
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いわて飛躍応援ファンド（3号ファンド）の概要

設立経緯とスキーム図

＜スキーム図＞

 岩手県内においては、東日本大震災から7年半が経過（設立時）し、復興需要の落ち着きが見られる中で、
内陸部への自動車・半導体関連等の製造業の集積や農林水産業の6次産業化に向けた取り組みが進捗。

 岩手県の地域経済の“飛躍”を実現するためには、地域企業がこれらの成長機会を取り込んでいくことが期
待されるが、その為には地域企業が抱える以下の経営・財務上の課題を解決するための中長期のリスクマ
ネー（期限一括資金、劣後ローン、優先株等）の提供が必要。

＜地域企業が抱える経営・財務上の課題＞

過小資本による対外信用力の不足

債務が重く資金繰りが繁忙

設備投資が不足しており、労働生産性が低い

経営者の高齢化・事業存続の課題

債権買取機構からの債権買戻し
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いわて飛躍応援ファンドの概要

ファンド概要

ファンド名 いわて飛躍応援投資事業有限責任組合

投融資目的
岩手銀行の本支店の営業地域に事業拠点を持つ、又は営業拠点の活性化に資する事業を行う事業
者に対してリスクマネーを供給することを通じて、岩手県の持続的経済発展を支援

投融資対象
上記投資目的に合致する事業を行う事業者であること。業種・規模の制限なし。
他地域からの進出企業や新設企業なども対象。

ファンド総額 30億円

ＬＰ出資者 岩手銀行、日本政策投資銀行

ＧＰ DBJ地域投資（株）（DBJ100%出資）

設立 2018年9月14日

業務開始時期 2018年9月14日

投資期間・存続期間 投資期間5年（～2023年9月）、存続期間12年（～2030年9月）

投融資手段等
シニアローン、劣後ローン、優先株式、普通株式等。
1社あたりの投融資累計額の上限はファンド総額の30%（9億円）まで

その他

• 劣後ローンや優先株式の他、期限一括融資の検討も可能。
• 財務コベナンツ等の設定が通常必要
• 優先株式引受の場合には、契約書作成等のため弁護士・司法書士宛の費用負担が発生
（*）投融資等に当たっては、GPの金融審査等が必要となります
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新規案件の検討の進め方

新規案件の検討プロセス

岩手銀行 いわて飛躍応援ファンド
（ＤＢＪ地域投資㈱（DBJ東北支店））

新規案件
・決算書３期分
・社歴・経営者概要
・商流・大口取引先
・借入金明細
・事業計画 等

取引先

 経営上の課題
 通常融資では対応

できない相談
相談 相談・共有

 取引先の課題の整理
 今後の事業見通し
 粗々の与信可能性の判断
 粗々の具体的な提案の検討

ファンド紹介と
具体の提案資料

ファンド紹介と
具体の提案資料

相談 当社ニーズの深掘り
 提案内容に対する

評価・方針

提案

ファンド活用のニーズ・資金需要
 当社事業性評価（商流分析、強み・弱み）
 業界事情と業界分析（ユーザーヒアリング等含む）
 競合他社比較
 中長期事業計画の策定（将来PL、BS、CF策定）
 契約諸条件（金額、期間、金利、コベナンツ等）の調整

事前審査

本審査

投融資決定
契約締結

投融資実行

本審査の内容は
全て岩手銀行と共有

※必要に応じて守秘義務契約締結、情報共有にかかる同意書等を取得

ファンド投資委員会
（岩手銀行企業財務支援室長、DBJ東北支店長）
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